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■ 活動報告
● 武村展英衆議院議員と意見交換
● 「わしお英一郎 育てる会」に参加
● 若林健太衆議院議員と意見交換
● 健政会（若林健太東京後援会）に参加
● 小林一大参議院議員と意見交換

伊藤達也 衆議院議員

が良かったですね。
伊藤　ソフトボールでバッテリーを組んでい
ました。弟さんがキャッチャーで私がピッ
チャー。小学校対抗の大会で優勝したのが

自慢です（笑）。
高徳　いつ頃から政治家になろうと思われ
たのですか？
伊藤　高校生のとき、母が難病で闘病生

活を送って多くの方に助けていただきまし
た。その頃から社会に役立つ仕事がしたい
と思うようになり、松下幸之助さんが松下政
経塾を開塾するニュースを聞いて、これだ

と思ったのです。大学卒業後、入塾して松
下幸之助さんの薫陶を受けました。同期に
高市総理がいます。
　幸之助さんは、政治に対して「もっと経営
的な視点で生産性を上げ、世界に貢献でき
る国づくりを行うべき」という問題意識をお
持ちでした。入塾当時、私は政治家は考え
ていませんでしたが、5年間研修を積むうち
に政治への思いが強くなっていきました。
高徳　ピザ屋さんを始められたのはどうし
てですか？
伊藤　「政治を志すなら生活費ぐらい自分
で稼ぎなさい」と幸之助さんの教えがあっ
て、選挙を意識したとき、生計を立てるだけ
の稼ぐ力を身につけなければと思ったので
す。そこで、結婚を機にピザ屋を始めまし
た。家内は看護師でしたから看護を続けた

かったと思いますが、初めての飲食業に一
緒に取り組んでもらって、私が選挙に出るま
でに2軒、その後、彼女に引き継いで４軒ま
で店を増やしました。我が家の生活費は、
それで賄ってきています。もう全く頭が上が
りません（笑）。
　悪戦苦闘しましたが、良かったのは資金
繰りの苦労や、お客様に喜んでいただくピ
ザを作ることの大切さが分かったことです。
地元の青年経済人の組織にも参加して仲
間が広がり、選挙のときは一番の応援団に
なってくれました。

IT基本法とe-Japan戦略
高徳　30年にわたる政治家人生で、印象

に残っていることは何ですか？
伊藤　これまでに３つ大きな仕事にチャレン
ジできました。
　まず2000年頃、日本がデジタル経済社会
に突入するための基盤づくりです。堺屋太
一経済企画庁長官と、私は通産政務次官
として、「IT基本法」を企画立案して成立さ
せました。その翌年には自民党で麻生太郎
政調会長のもと、e-Japan特命委員会の事
務局長を務め、日本の電子政府の推進とブ
ロードバンド戦略の制度設計に取り組んで、
世界最高水準のブロードバンド環境を実現
できました。

金融再生プログラムと金融商品取引法
　二つ目が、金融行政の制度づくりです。
金融庁が発足して3年目、竹中平蔵さんと

機能不全に陥った日本の金
融システムをどう立て直す
かという仕事です。私は副
大臣として「金融再生プロ
グラム」策定に取り組みまし
た。
　当時、不良債権問題が
深刻化するなか、私の地元
の中小企業の方々が債権
者に迷惑をかけてはいけな
いと、生命保険をかけ合っ
て一緒に命を絶つということ
がありました。親しい経営者
の方ばかりで、金融行政の
あり方に強い憤りを持ちまし
た。大口債務先の企業再
生ができず金融機関が体

力を失って、そのしわ寄せが貸し渋り・貸し
剥がしとなって中小企業に及ぶ。これが許
せなくて、金融行政を大きく転換させるプロ
グラムを作りました。実務に落とし込んでいく
過程では、日本公認会計士協会の皆さまに
資産査定の厳格化をお願いして大変お世
話になりました。
　2005年、竹中さんの後、金融担当大臣を
務め、世界に向かって「日本の金融システム
の正常化」を宣言しました。その後、世界最
高水準の金融サービス立国を掲げ、そのた
めの制度改正として打ち出したのが「金融
商品取引法」です。金融危機を乗り越え、
新しい日本の金融のあり方を描けたと思っ
ています。

地方創生・中小企業政策
　三つ目が中小企業政策です。リーマン
ショックの前に中小企業政策の調査会長を
務め、地方創生も大臣補佐官として担当し
ました。私が考えてきたのは経済成長、価
値創造の主役として中小企業や小規模事
業者があるべきではないか、ということで
す。
　中小企業といっても中堅・大企業になる
力を持つ企業から、地域の暮らしを支える
小規模事業者まで千差万別です。役割や
機能に基づいて４つに分類し、これを「成
長」と「価値創造」の２軸で整理して、いまも
その充実に取り組んでいます。
　これから必要なのは予算の大改革です。
中小企業は雇用の７割、付加価値の５割を
生み出す存在なのに、当初予算はたった
1,000億円。いつも補正予算頼みで期限内

に消化を迫られる。本来は当初予算で必要
な額を確保するべきですから、高市政権の
予算改革で取り組みたいと思っています。

秋山　昨年、金融調査会長になられまし
た。今後どういう取り組みを考えています
か？
伊藤　中小企業や小規模事業者の力を引
き出すことも含め、強い経済を実現するた
めに「金融は何ができるか」と政策提言を
まとめました。柱は三つです。
　一つ目は成長戦略の17分野への投資。
先端技術や経済安保に関わる分野は不確
実性が高く、情報開示にも制約があるた
め、社債を発行して資金を集めることが難
しい。だからまず、政府が中長期のビジョン
を示し、そのうえで官民がどうリスクを分担
するか、戦略的に議論できる場をつくるべき
だと提言しました。
　二つ目は地域金融の強化。「投資銀行難
民」という言葉が出るほど、地域で成長を支
える金融機能が足りていません。成長・伴
走支援・再生という三つの観点から地域の
課題を可視化し、県別に「地域未来金融ア
クションプラン」を策定するよう求めました。
　三つ目は信頼性の高い金融システムの
構築です。金融行政の経験から思うのは、
金融庁は「処分庁」ではなく、前向きに地域
の課題解決を支える存在であるべきだとい
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うこと。行政の専門性を高め、人材を育て
機能を強化してほしいと提言しています。

茂木　提言では、不正を行った経営者へ
のエンフォースメント(制裁を含む法執行)に
も言及されました。
伊藤　不正を主導するのは経営者です。
そこに政治の側から明確に警鐘を鳴らす
必要があるという問題意識を、企業会計小
委員会では共有していました。強いリーダー
シップが求められるからこそ、経営者が心し
ておくべきことがある。ある種当たり前のこと
ですよね。
茂木　今回の提言に対して、公認会計士
にどんな役割を期待されますか。
伊藤　５つあります。会計監査の信頼性の
確保、中長期的な企業価値向上への貢
献、企業の人的資本投資への後押し、企
業への成長資金の供給、そして新しい技
術や社会課題への対応。特にゼブラ企業
の現場では、リーダーや主要メンバーに公
認会計士が多く、しっかりした財務戦略で
補助金に頼らず課題解決に挑んでくださっ
ています。
　ゼブラ企業は、ユニコーンのような急成
長・独り勝ちではなく、社会課題の解決と事
業の収益を両立させ、持続的に成長する
企業です。このローカルゼブラ企業を育て
て「ゼブラ大国、日本」にするのが、私の政

治家としてのチャレンジです。中小企業政
策でも金融政策でも、ゼブラを育てるエコシ
ステムを全国に定着させていく。そしてこれ
をインパクト投資に位置づけ、日本らしい投
資の拡大につなげられないかと考えていま
す。課題先進国の日本が“力ある国づくり”
を進める上で必ず必要だと思っています。
ぜひ先生方にもご協力いただき、地域金融
機関とも連携して進めたいです。
高橋　地方で進んでいる事例はあります
か？
伊藤　香川県の三豊市です。住民が望む
地域社会をつくるために事業を立ち上げ、
補助金に頼らず自立性を確保していくこと
にチャレンジされています。会計の知識も必
要だからと「暮らしの大学」をつくり、町ぐる
みで資金調達のあり方まで学べるようにし
ています。島根の石見銀山では、人口400
人ほどで消滅の危機にある地域で、ある中
小企業が自社の存続だけでなく住民の将
来を見据え、人口減少に歯止めをかけよう
と挑戦している。そこにも、会計の専門知見
を持つ方が経営に入っています。
納野　地方創生には会計の視点が重要で
すね。
伊藤　これまで、そこが欠落していました。
東京の富を削って地方にばらまけば、地方
が元気になるということを繰り返してきました
が、地方は元気になりませんでした。そうで
はなく、地域独自で価値を生み出し、その
収益が再投資につながって成長に反映さ

れていく仕組みが必要です。そのためには
価値創造と会計の両方の視点が重要だと
思っています。地域のウェルビーイングをど
う価値として共有するか。財務価値の先の
非財務価値をどう見える化していくかも含
めて、先生方の専門的な知見が必要です
ので、ぜひご協力をお願いします。
八木　ゼブラ大国構想では、全国の公認
会計士が役に立てそうです。新しいチャレ
ンジをしていきましょう。

スタートはピザ屋の経営

時代を読み、
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ゼブラ大国、
成功の鍵は「会計」!
2001年のIT基本法*、2006年の金融商品取引法など、
新時代の制度づくりを担ってきた伊藤議員。中小企業支
援でも、社会性（白）と経済性（黒）を両立させるゼブラ
企業育成のエコシステムに取り組んでいます。
成功の鍵は、会計リテラシーです。
＊IT基本法（高度情報通信ネットワーク社会形成基本法）
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機能を強化してほしいと提言しています。

茂木　提言では、不正を行った経営者へ
のエンフォースメント(制裁を含む法執行)に
も言及されました。
伊藤　不正を主導するのは経営者です。
そこに政治の側から明確に警鐘を鳴らす
必要があるという問題意識を、企業会計小
委員会では共有していました。強いリーダー
シップが求められるからこそ、経営者が心し
ておくべきことがある。ある種当たり前のこと
ですよね。
茂木　今回の提言に対して、公認会計士
にどんな役割を期待されますか。
伊藤　５つあります。会計監査の信頼性の
確保、中長期的な企業価値向上への貢
献、企業の人的資本投資への後押し、企
業への成長資金の供給、そして新しい技
術や社会課題への対応。特にゼブラ企業
の現場では、リーダーや主要メンバーに公
認会計士が多く、しっかりした財務戦略で
補助金に頼らず課題解決に挑んでくださっ
ています。
　ゼブラ企業は、ユニコーンのような急成
長・独り勝ちではなく、社会課題の解決と事
業の収益を両立させ、持続的に成長する
企業です。このローカルゼブラ企業を育て
て「ゼブラ大国、日本」にするのが、私の政

治家としてのチャレンジです。中小企業政
策でも金融政策でも、ゼブラを育てるエコシ
ステムを全国に定着させていく。そしてこれ
をインパクト投資に位置づけ、日本らしい投
資の拡大につなげられないかと考えていま
す。課題先進国の日本が“力ある国づくり”
を進める上で必ず必要だと思っています。
ぜひ先生方にもご協力いただき、地域金融
機関とも連携して進めたいです。
高橋　地方で進んでいる事例はあります
か？
伊藤　香川県の三豊市です。住民が望む
地域社会をつくるために事業を立ち上げ、
補助金に頼らず自立性を確保していくこと
にチャレンジされています。会計の知識も必
要だからと「暮らしの大学」をつくり、町ぐる
みで資金調達のあり方まで学べるようにし
ています。島根の石見銀山では、人口400
人ほどで消滅の危機にある地域で、ある中
小企業が自社の存続だけでなく住民の将
来を見据え、人口減少に歯止めをかけよう
と挑戦している。そこにも、会計の専門知見
を持つ方が経営に入っています。
納野　地方創生には会計の視点が重要で
すね。
伊藤　これまで、そこが欠落していました。
東京の富を削って地方にばらまけば、地方
が元気になるということを繰り返してきました
が、地方は元気になりませんでした。そうで
はなく、地域独自で価値を生み出し、その
収益が再投資につながって成長に反映さ

れていく仕組みが必要です。そのためには
価値創造と会計の両方の視点が重要だと
思っています。地域のウェルビーイングをど
う価値として共有するか。財務価値の先の
非財務価値をどう見える化していくかも含
めて、先生方の専門的な知見が必要です
ので、ぜひご協力をお願いします。
八木　ゼブラ大国構想では、全国の公認
会計士が役に立てそうです。新しいチャレ
ンジをしていきましょう。

小林一大 参議院議員若林健太 衆議院議員

若林健太 衆議院議員

金融の力で日本を強くする
ゼブラ企業育成に必要なもの


